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等の指定 

障がい福祉課 

3 31 158 障害者総合支援法に規定する指定障害福祉サービス事業者
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3 27 4 包括外部監査の結果に関する報告の公表 

3 31 5 定期監査の実施 

3 31 6 包括外部監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知 

3 31 7 監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知 
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公 営 企 業 

月 日 番号 件 名 主 管 

3 31 6 奈良市公報号外第 27号に掲載 企業総務課 

3 31 7 奈良市公報号外第 27号に掲載 企業総務課 

3 31 8 奈良市公報号外第 27号に掲載 企業総務課 

3 31 9 奈良市公報号外第 27号に掲載 企業総務課 

3 31 10 奈良市公報号外第 27号に掲載 企業総務課 

3 31 11 奈良市公報号外第 27号に掲載 企業総務課 

3 31 12 奈良市公報号外第 27号に掲載 企業総務課 

3 31 19 奈良市企業局入札参加者等審査会要綱の一部を改正する告

示 

企業総務課 

3 31 20 奈良市企業局公共工事の発注見通しの公表に関する要綱の

一部を改正する告示 

企業総務課 

3 31 21 奈良市企業局指定給水装置工事事業者の指定の更新 営業管理課 

教 育 委 員 会 

月 日 番号 件 名 主 管 

3 19 4 定例教育委員会の開催 教育政策課 

3 26 5 奈良市公報号外第 27号に掲載 文化財課 

3 26 6 奈良市公報号外第 27号に掲載 文化財課 

3 30 1 奈良市公報号外第 27号に掲載 地域教育課 

3 30 2 奈良市公報号外第 27号に掲載 保健給食課 

3 30 7 奈良市公報号外第 27号に掲載 特別支援教育推進課 

3 31 3 奈良市公報号外第 27号に掲載 教育政策課 

3 31 4 奈良市公報号外第 27号に掲載 教育政策課 

3 31 5 奈良市公報号外第 27号に掲載 医療政策課 

選 挙 管 理 委 員 会 

月 日 番号 件 名 
 

3 31 22 選挙管理委員会委員長の退職 

議 会 

月 日 番号 件 名 主 管 

3 31 1 奈良市公報号外第 27号に掲載 議会総務課 

3 31 2 奈良市公報号外第 27号に掲載 議会総務課 
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告   示 

奈良市告示第 112号 

 生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の2の規定により指定医療機関から事業を廃止した旨の届出があっ

たので、同法第 55条の3の規定により次のとおり告示する。 

 令和8年3月16日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日 

西田歯科医院 奈良県奈良市大宮町三丁目4番34号青垣ビル 2F 
令和8年 

1月31日 

（令和 8年3月16日掲示済） 

 

奈良市告示第 113号 

 生活保護法（昭和 25年法律第 144号）第 49条の規定により医療機関を指定したので、同法第 55条の 3の規定に

より告示する。 

 令和8年3月16日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日 

右京みみはなのどクリニック 奈良県奈良市右京三丁目 23-6 
令和8年 

2月24日 

西田歯科医院 奈良県奈良市大宮町三丁目4番34号青垣ビル 2F 
令和8年 

2月1日 

（令和 8年3月16日掲示済） 

 

奈良市告示第 115号 

  地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 260条の 2第 11項の規定により今在家町自治会から告示した事

項の変更の届出がありましたので、同条第 10項の規定により次のとおり告示します。 

  令和 8年 3月 18日 

                                      奈良市長 仲 川 元 庸  

1  変更があった事項及びその内容 

変 更 事 項 変  更  前 変  更  後 

事 務 所 の  

所 在 地 
奈良市今在家町 34番地 奈良市川上町 572番地の3 

代表者の氏名

及 び 住 所 

     平野 康隆 

奈良市今在家町 34番地 

      羽上田 敏弘 

  奈良市川上町 572番地の3 

2 変更の年月日 

令和 8年 1月 25日 

（令和 8年3月18日掲示済） 

 

奈良市告示第 116号 

 奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和 59年奈良市条例第 23号）第9条の規定により自転車等放置禁止区

域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第 10条第 1項の規定により告示する。 

 令和8年3月19日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 移動理由 

自転車等放置禁止区域に放置されていたため。 

2 移動年月日 

 令和8年3月4日 
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3 移動対象区域 

 近鉄富雄駅周辺、近鉄学園前駅周辺、近鉄新大宮駅周辺及び JR奈良駅周辺自転車等放置禁止区域 

4 保管場所 

 奈良市自転車等保管施設（奈良市大安寺西二丁目 288番地の 1） 

5 引取期間 

 移動日から 60日間。ただし、奈良市の休日を定める条例（平成元年奈良市条例第 3号）第 1条第 1項に規定する

市の休日（毎月の第 2及び第4土曜日を除く。）を除く。 

6 引取時間 

 午前9時から午後4時30分まで 

7 引取りのための必要事項 

(1) 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証等）を持参すること。 

(2) 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収する。 

 ア 移動費 自転車     2,000円 

       原動機付自転車 4,000円 

 イ 保管費 1,000円（ただし、移動日から 14日以内は無料） 

8 連絡先 

 奈良市環境部 環境政策課 電話番号 0742-34-1111（代表） 

（令和 8年3月19日掲示済） 

 

奈良市告示第 117号 

 奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和 59年奈良市条例第 23号）第9条の規定により自転車等放置禁止区

域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第 10条第 1項の規定により告示する。 

 令和8年3月19日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 移動理由 

自転車等放置禁止区域に放置されていたため。 

2 移動年月日 

 令和8年3月10日 

3 移動対象区域 

 JR奈良駅周辺及び近鉄奈良駅周辺自転車等放置禁止区域 

4 保管場所 

 奈良市自転車等保管施設（奈良市大安寺西二丁目 288番地の 1） 

5 引取期間 

 移動日から 60日間。ただし、奈良市の休日を定める条例（平成元年奈良市条例第 3号）第 1条第 1項に規定する

市の休日（毎月の第 2及び第4土曜日を除く。）を除く。 

6 引取時間 

 午前9時から午後4時30分まで 

7 引取りのための必要事項 

(1) 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証等）を持参すること。 

(2) 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収する。 

 ア 移動費 自転車     2,000円 

       原動機付自転車 4,000円 

 イ 保管費 1,000円（ただし、移動日から 14日以内は無料） 

8 連絡先 

 奈良市環境部 環境政策課 電話番号 0742-34-1111（代表） 

（令和 8年3月19日掲示済） 

 

奈良市告示第 118号 
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 奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和 59年奈良市条例第 23号）第9条の規定により自転車等放置禁止区

域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第 10条第 1項の規定により告示する。 

 令和8年3月23日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 移動理由 

自転車等放置禁止区域に放置されていたため。 

2 移動年月日 

 令和8年3月18日 

3 移動対象区域 

 近鉄新大宮駅周辺、JR奈良駅周辺及び近鉄奈良駅周辺自転車等放置禁止区域 

4 保管場所 

 奈良市自転車等保管施設（奈良市大安寺西二丁目 288番地の 1） 

5 引取期間 

 移動日から 60日間。ただし、奈良市の休日を定める条例（平成元年奈良市条例第 3号）第 1条第 1項に規定する

市の休日（毎月の第 2及び第4土曜日を除く。）を除く。 

6 引取時間 

 午前9時から午後4時30分まで 

7 引取りのための必要事項 

(1) 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証等）を持参すること。 

(2) 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収する。 

 ア 移動費 自転車     2,000円 

       原動機付自転車 4,000円 

 イ 保管費 1,000円（ただし、移動日から 14日以内は無料） 

8 連絡先 

 奈良市環境部 環境政策課 電話番号 0742-34-1111（代表） 

（令和 8年3月23日掲示済） 

 

奈良市告示第 119号 

 地方自治法（昭和22年法律第 67号）第243条の2第1項の規定により、次のとおり指定公金事務取扱者を指定し

たので、奈良市会計規則（昭和 40年奈良市規則第1号）第 22条の3第2項の規定により告示する。 

 令和8年3月23日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定公金事務取扱者・指定公金事務取扱者に委託する公金事務にかかる歳入等の種類 

指定公金事務取扱者 
指定公金事務取扱者に委託する 

公金事務にかかる歳入等の種類 

大阪府大阪市阿倍野区阿倍野筋 1丁目 1番 43号あべのハルカ

ス28階 

株式会社エヌジェーシー大阪支社 

取締役第2事業部長 小林 真由美 

休日夜間応急診療所使用料、診療所手数料 

2 指定をした日及び委託をした日 

指定をした日：令和7年7月 1日 

委託をした日：令和7年7月 1日 

3 指定公金事務取扱者に歳入等の徴収又は収納の事務を委託する期間 

令和7年7月1日から令和10年6月30日まで 

（令和 8年3月23日掲示済） 

 

奈良市告示第 120号 

 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成 20年法律第 40号）第 12条第 1項の規定により、歴
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史的風致形成建造物を指定したので、次のとおり告示する。 

 令和8年3月24日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

指定番号 指定年月日 指定名称 概要 所在地 

第38号 
令和8年 

3月24日 
中尾家住宅 主屋（木造平屋建、切妻造、平入、桟瓦葺） 

高畑町

961番地 

第39号 
令和8年 

3月24日 
鳴川町町家 主屋（木造つし二階建、切妻造、平入、桟瓦葺） 

鳴川町

42番地 

第40号 
令和8年 

3月24日 

奈良春日山酒造 

株式会社 

主屋（木造つし二階建、切妻造、平入、桟瓦葺） 

塀（木造、桟瓦葺） 

高畑町

915番地 

第41号 
令和8年 

3月24日 
鍋屋町住宅兼店舗 主屋（切妻造、平入、桟瓦葺） 

鍋屋町

55番地 

第42号 
令和8年 

3月24日 

鈴木家住宅 

西紀寺長屋 
主屋（木造平屋建、切妻造、平入、桟瓦葺） 

西紀寺

町22番

地7 

第43号 
令和8年 

3月24日 
有司家住宅 

主屋（木造つし二階建、切妻造、桟瓦葺） 

渡廊下（木造平屋建、切妻造、桟瓦葺） 

離れ（木造平屋建、正面入母屋造、背面切妻

造、妻入、桟瓦葺） 

紀寺町

978番1 

（令和 8年3月24日掲示済） 

 

奈良市告示第 122号 

 都市計画法（昭和43年法律第 100号）第36条第3項の規定により、開発行為に関する工事が完了したことを次の

とおり公告する。 

 なお、当該開発区域を表示した図書は、都市整備部開発指導課において一般の閲覧に供する。 

 令和8年3月24日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 許可の年月日及び番号 

令和8年1月7日 奈良市指令整開 第25A-26号 

2 検査済証の交付年月日及び番号 

開発行為 令和8年3月24日 第1973号 

3 開発区域に含まれる地域 

奈良市あやめ池南六丁目1162番1及び1162番2 

4 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

奈良市大宮町六丁目5番地の 14プリンセスコートビル 

大西 克子 

（令和 8年3月24日掲示済） 

 

奈良市告示第 123号 

 奈良市国民健康保険料の滞納処分に関して、1 記載の者に対し、2 記載の文書を送達すべきところ、送達を受ける

べき者の住所等が明らかでなく送達することができないため、奈良市国民健康保険条例（昭和 34年奈良市条例第 13

号）第 22条において準用する地方税法（昭和 25年法律第 226号）第 20条の 2第 1項の規定により、次のとおり公

示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、福祉部国保年金課で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれば

いつでも交付する。 

 令和8年3月24日 

                                奈良市長 仲 川 元 庸      



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 10 － 

1 送達を受けるべき者の氏名及び住所 

 省略 

2 送達すべき文書及び部数 

 (1) 令和7年11月27日付 差押調書（謄本） 1部 

(2) 令和7年12月11日付 配当計画書（謄本） 1部 

(3) 令和7年12月18日付 充当通知書 1部 

（令和 8年3月24日掲示済） 

 

奈良市告示第 124号 

 奈良市国民健康保険料の滞納処分に関して、1 記載の者に対し、2 記載の文書を送達すべきところ、送達を受ける

べき者の住所等が明らかでなく送達することができないため、奈良市国民健康保険条例（昭和 34年奈良市条例第13

号）第 22条において準用する地方税法（昭和 25年法律第 226号）第 20条の 2第 1項の規定により、次のとおり公

示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、福祉部国保年金課で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれば

いつでも交付する。 

 令和8年3月24日 

                                奈良市長 仲 川 元 庸      

1 送達を受けるべき者の氏名及び住所 

 省略 

2 送達すべき文書及び部数 

 (1) 令和8年3月9日付 差押調書（謄本） 1部 

(2) 令和8年3月19日付 配当計画書（謄本） 1部 

(3) 令和8年3月26日付 充当通知書 1部 

（令和 8年3月24日掲示済） 

 

奈良市告示第 125号 

 地方自治法（昭和22年法律第 67号）第243条の2第1項の規定により、次のとおり指定公金事務取扱者を指定し

たので、奈良市会計規則（昭和 40年奈良市規則第1号）第 22条の3第2項の規定により告示する。 

 令和8年3月25日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定公金事務取扱者・指定公金事務取扱者に委託する公金事務にかかる歳入等の種類 

指定公金事務取扱者 
指定公金事務取扱者に委託する 

公金事務にかかる歳入等の種類 

小学館集英社プロダクション共同事業体 

代表企業 東京都千代田区神田神保町 2-30昭和ビル 

株式会社小学館集英社プロダクション 

代表取締役社長 松井 聡   

法人番号 9010001018924 

構成員  大阪府大阪市天王寺区清水谷町 2番37号  

テルウェル西日本株式会社 

代表取締役社長 山田 邦裕 

法人番号 9120001098385 

・なら工藝館 展示コーナー使用料 

・なら工藝館 附属設備及びその使用料 

2 指定をした日及び委託をした日 

指定をした日：令和8年2月 2日 

委託をした日：令和8年2月 2日 

3 指定公金事務取扱者に歳入等の徴収又は収納の事務を委託する期間 

令和8年3月23日から令和 10年3月31日まで 

（令和 8年3月25日掲示済） 
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奈良市告示第 126号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第1項の規定に基づき、次のように道路の区域を変更する。その関係図

書は、公示の日から 1箇月間、建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 令和8年3月26日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

整理

番号 
路線名 区 間 

変更 

前後

別 

幅員（m） 延長（m） 備考 

1 南部第52号線 
大安寺三丁目 77 番 3 地先から大安寺三

丁目 85番1地先まで 

前 7.67 5.1 
 

後 10.17 5.1 

（令和 8年3月26日掲示済） 

 

奈良市告示第 127号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第2項の規定に基づき、次のように道路の供用を開始する。その関係図

書は、公示の日から 1箇月間、建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

 令和8年3月26日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

整理

番号 
路線名 区 間 

延長（m） 

幅員（m） 

1 南部第52号線 大安寺三丁目77番3地先から 
大安寺三丁目85番 1地先ま

で 

L=5.1 

W=10.17 

（令和 8年3月26日掲示済） 

 

奈良市告示第 128号 

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第36条第3項の規定により、開発行為に関する工事が完了したことを次の

とおり公告する。 

 なお、当該開発区域を表示した図書は、都市整備部開発指導課において一般の閲覧に供する。 

 令和8年3月26日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 許可の年月日及び番号 

令和8年3月9日 奈良市指令整開 第25A-39号 

2 検査済証の交付年月日及び番号 

開発行為 令和8年3月26日 第1974号 

3 開発区域に含まれる地域 

 奈良市中山町西二丁目896番 3、896番11、896番12、1950番1、1951番1及び1951番2 

4 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

京都府木津川市加茂町美浪椚 5番 

株式会社西脇産業 代表取締役 北 健之助 

（令和 8年3月26日掲示済） 

 

奈良市告示第 129号 

 災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 49条の 4第 1項及び第 49条の 7第 1項の規定により、指定緊急避

難場所及び指定避難所を指定したので、同法第 49条の4第3項及び第49条の7第2項の規定により次のとおり公示

する。 

 令和8年3月26日 

奈良市長 仲 川 元 庸  
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1 指定緊急避難場所 

 奈良東国際介護福祉学院 

2 指定避難所 

 奈良東国際介護福祉学院 

3 指定年月日 

 令和8年4月1日 

（令和 8年3月26日掲示済） 

 

奈良市告示第 130号 

 災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 49条の 6第 1項及び第 49条の 7第 2項の規定により、指定緊急避

難場所及び指定避難所の指定を取り消したので、同法第 49条の6第2項及び第49条の 7第2項の規定により次のと

おり公示する。 

 令和8年3月26日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定緊急避難場所の指定の取消し 

 奈良佐保短期大学 

2 指定避難所の指定の取消し 

 奈良佐保短期大学 

3 指定の取消し年月日 

 令和8年4月1日 

（令和 8年3月26日掲示済） 

 

奈良市告示第 131号 

 生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の2第1項の規定により、同法による介護扶助を担当する機関を次

のとおり指定したので、同法第 55条の3の規定により告示する。 

 令和8年3月26日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

指定介護機関 

施設又は実施する事業の種類 指定年月日 
名称 所在地 

開設者 

名称 主たる事務所の所在地 

ジョイーレ西大寺機

能訓練デイサービス 
奈良県奈良市山陵町 127番地1 

通所介護 

通所型サービス（独自） 

令和8年 

1月1日 
株式会社ジョイーレ 

奈良県生駒市鹿ノ台西三丁目 26

番地 16 

ハッピースタッフ奈

良登美ヶ丘 
奈良県奈良市南登美ヶ丘 10-1 

訪問介護 

訪問型サービス（独自） 

令和8年 

1月1日 株式会社ライフケア・

ビジョン 

大阪府大阪市東淀川区東中島一

丁目 18番22号 

訪問介護凛 奈良県奈良市神殿町 472 訪問介護 

訪問型サービス（独自） 

令和8年 

1月1日 株式会社漣 奈良県奈良市神殿町 472 

リハビリデイサービ

ス彦庵宝来 
奈良県奈良市宝来三丁目 15-7 地域密着型通所介護 

通所型サービス（独自） 

令和8年 

2月1日 
株式会社彦庵 奈良県奈良市学園南三丁目4-21 

通所介護事業所エニ

シア 
奈良県奈良市中町 5014 

地域密着型通所介護 
令和8年 

2月1日 
株式会社ホワイト 奈良県奈良市中町 5014 
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シン・ケアマネジメン

トlab 

奈良県奈良市六条三丁目 7 番 1

号シルキーハイム 201 
介護予防支援事業 

令和8年 

2月1日 合同会社ミューチュ

アルエイド 
奈良県奈良市六条西三丁目14-4 

居宅介護支援事業所

エルツリー 

奈良県奈良市左京四丁目10番地

の7 
居宅介護支援事業 

令和8年 

3月1日 
一般社団法人L・Tree 

奈良県奈良市左京四丁目10番地

の7 

（令和 8年3月26日掲示済） 

 

奈良市告示第 132号 

 奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和 59年奈良市条例第 23号）第9条の規定により自転車等放置禁止区

域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第 10条第 1項の規定により告示する。 

 令和8年3月27日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 移動理由 

自転車等放置禁止区域に放置されていたため。 

2 移動年月日 

 令和8年3月24日 

3 移動対象区域 

JR奈良駅周辺及び近鉄奈良駅周辺自転車等放置禁止区域 

4 保管場所 

 奈良市自転車等保管施設（奈良市大安寺西二丁目 288番地の 1） 

5 引取期間 

 移動日から 60日間。ただし、奈良市の休日を定める条例（平成元年奈良市条例第 3号）第 1条第 1項に規定する

市の休日（毎月の第 2及び第4土曜日を除く。）を除く。 

6 引取時間 

 午前9時から午後4時30分まで 

7 引取りのための必要事項 

(1) 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証等）を持参すること。 

(2) 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収する。 

 ア 移動費 自転車     2,000円 

       原動機付自転車 4,000円 

 イ 保管費 1,000円（ただし、移動日から 14日以内は無料） 

8 連絡先 

 奈良市環境部 環境政策課 電話番号 0742-34-1111（代表） 

（令和 8年3月27日掲示済） 

 

奈良市告示第 136号 

 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 260条の 2第 11項の規定により山村町自治会から告示した事項の変更の

届出があったので、同条第10項の規定により次のとおり告示する。 

 令和8年3月27日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 変更があった事項及びその内容 

変 更 事 項 変  更  前 変  更  後 

代表者の氏名 

及 び 住 所 

夛田 重徳 

奈良市山町 678番地 

中原 達雄 

奈良市山町 712番地の 2 

2 変更の年月日 
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 令和 8年 2月 11日 

（令和 8年3月27日掲示済） 

 

奈良市告示第 137号 

 令和7年奈良市議会3月定例会において成立した次に掲げる予算の要領を地方自治法（昭和 22年法律第67号）第

219条第2項の規定により別紙のとおり公表する。 

 令和8年3月27日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 令和7年度奈良市一般会計補正予算（第 10号） 

2 令和7年度奈良市国民健康保険特別会計補正予算（第 3号） 

3 令和7年度奈良市土地区画整理事業特別会計補正予算（第 1号） 

4 令和7年度奈良市介護保険特別会計補正予算（第 2号）  

5 令和7年度奈良市サマルカンド交流事業特別会計補正予算（第 1号） 

6 令和7年度奈良市病院事業会計補正予算（第 1号） 

7 令和7年度奈良市水道事業会計補正予算（第 2号） 

8 令和7年度奈良市下水道事業会計補正予算（第 2号） 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 15 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 16 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 17 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 18 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 19 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 20 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 21 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 22 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 23 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 24 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 25 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 26 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 27 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 28 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 29 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 30 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 31 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 32 － 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 33 － 

 



令和 8 年 4 月 16 日 

（木曜日） 奈 良 市 公 報 第 166 号 

－ 34 － 

（令和 8年3月27日掲示済） 

 

奈良市告示第 138号 

 令和8年奈良市議会3月定例会において成立した次に掲げる予算の要領を地方自治法（昭和 22年法律第67号）第

219条第2項の規定により、別紙のとおり公表する。 

 令和8年3月27日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 令和8年度奈良市一般会計予算 

2 令和8年度奈良市国民健康保険特別会計予算 

3 令和8年度奈良市土地区画整理事業特別会計予算 

4 令和8年度奈良市介護保険特別会計予算 

5 令和8年度奈良市母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計予算 

6 令和8年度奈良市後期高齢者医療特別会計予算 

7 令和8年度奈良市サマルカンド交流事業特別会計 

8 令和8年度奈良市病院事業会計予算 

9 令和8年度奈良市水道事業会計予算 

10 令和8年度奈良市下水道事業会計予算 
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（令和 8年3月27日掲示済） 

 

奈良市告示第 139号 

下記に掲げる者は、住民基本台帳法施行令（昭和 42年政令第 292号）第 8条に規定する事由が生じたので、同令

第 12条第 1項の規定により、その住民票を職権で消除したが、その通知を受けるべき者の住所等が不明のため、同

条第4項後段の規定により公示する。 

なお、この処分に不服のある者は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して 3箇月以内に奈良市長に

対して審査請求をすることができる。 

また、この処分の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して 6箇月以内に、奈

良市を被告として提起することができる。 

 ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して1年を経過した場合は、審査請求を

することや処分の取消しの訴えを提起することはできない。 

なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分があった日の翌日から起算して 1年を経過した後であって

も審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合がある。 

 令和8年3月27日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

事件本人 省略 

（令和 8年3月27日掲示済） 

 

奈良市告示第 144号 

 奈良市勤労者総合福祉センターの指定管理者を指定したので、奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等

に関する条例（平成 17年奈良市条例第 85号）第4条第3項の規定により次のとおり告示します。 

 令和8年3月30日 

   奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定管理者を指定する公の施設 

 奈良市佐保台西町115番地 

 奈良市勤労者総合福祉センター 

2 指定管理者の所在地及び名称 

 奈良市三条本町13番地1号 

 一般財団法人奈良市総合財団 

 理事長 西谷 忠雄 

3 指定管理者の指定の期間 

 令和8年4月1日から令和9年3月31日まで 

4 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 奈良市勤労者総合福祉センター条例（平成15年奈良市条例第 18号）第3条に規定する事業の実施に関するこ 

 と。 

(2) 奈良市勤労者総合福祉センターの利用承認及び利用制限に関すること。 

(3) 奈良市勤労者総合福祉センターの施設及び付帯設備の維持管理に関すること。 

(4) その他市長が定めること。 

（令和 8年3月30日掲示済） 

 

奈良市告示第 149号 

 奈良市総合医療検査センターの指定管理者を指定したので、奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等に

関する条例（平成 17年奈良市条例第 85号）第4条第3項の規定により次のとおり告示します。 

 令和8年3月30日                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                               

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定管理者を指定する公の施設 

 奈良市柏木町519番地の5 
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 奈良市総合医療検査センター 

2 指定管理者の所在地及び名称 

 奈良市柏木町519番7号 

 一般社団法人 奈良市医師会 

 代表理事 国分 清和 

3 指定管理者の指定の期間 

 令和8年4月1日から令和13年3月31日まで 

4 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 各種がん検査を含む生活習慣病検診その他の検診に関すること。 

(2) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57年法律第 80号）の規定による健康診査に係る血液等検査その他病   

体生理学的検査に関すること。 

(3) 体力測定、運動機能測定その他の健康回復に関すること。 

(4) 保健医療の調査研究並びに保健医療情報の収集及び提供に関すること。 

(5) その他センターの設置目的を達成するために必要な事業。 

(6) センターの施設及び附属設備の維持管理に関すること。 

(7) その他市長が定めること。 

（令和 8年3月30日掲示済） 

 

奈良市告示第 152号 

令和5年奈良市告示第72号（収納事務の委託）の一部を次のように改正する。 

 令和8年3月31日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

2 委託の期間 

 令和5年3月1日から令和8年3月30日まで 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 153号 

 地方自治法（昭和22年法律第 67号）第243条の2第1項の規定により、次のとおり指定公金事務取扱者を指定し

たので、奈良市会計規則（昭和 40年奈良市規則第1号）第 22条の3第2項の規定により告示する。 

 令和8年3月31日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定公金事務取扱者・指定公金事務取扱者に委託する公金事務にかかる歳入等の種類 

指定公金事務取扱者 
指定公金事務取扱者に委託する 

公金事務にかかる歳入等の種類 

東京都港区芝浦3丁目4-1 

パーソルビジネスプロセスデザイン株式会社

BPO事業本部 

本部長 藤原 理絵 

戸籍謄抄本等交付手数料 

戸籍電子証明書提供用識別符号発行手数料 

戸籍記載事項証明書交付手数料 

除籍謄抄本等交付手数料 

除籍電子証明書提供用識別符号発行手数料 

除籍記載事項証明書交付手数料 

届出又は申請の受理等の証明書交付手数料 

届書等閲覧手数料 

住民基本台帳閲覧手数料 

住民票の写し又は住民票記載事項証明書交付手数料 

住民票の写し広域交付手数料 

除票の写し又は除票記載事項証明書交付手数料 

戸籍の附票の写し交付手数料 

戸籍の附票の除票の写し交付手数料 
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印鑑登録証明書交付手数料 

個人番号カード交付手数料 

電子証明書発行手数料 

2 指定をした日及び委託をした日 

指定をした日：令和8年3月 31日 

委託をした日：令和8年3月 31日 

3 指定公金事務取扱者に歳入等の徴収又は収納の事務を委託する期間 

令和8年3月31日から令和 10年2月29日まで 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 154号 

 都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第 21条第 2項において準用する同法第 19条第 1項の規定により大和都市

計画（奈良国際文化観光都市建設計画）駐車場整備地区を変更したので、同法第 21条第 2項において準用する同法

第 20条第 1項の規定により次のとおり告示し、同法第 21条第 2項において準用する同法第 20条第 2項の規定によ

り当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。 

 令和8年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 変更に係る都市計画の種類 

 大和都市計画（奈良国際文化観光都市建設計画）駐車場整備地区 

2 縦覧場所 

 奈良市二条大路南一丁目1番 1号 

奈良市役所 都市整備部 都市計画課 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 156号 

 建築基準法（昭和25年法律第 201号）第86条の5第2項の規定により認定対象区域内の建築物の位置及び構造

の認定を取消しましたので同条第 4項の規定により公告します。 

令和8年3月31日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 認定の取消しを行った区域の場所 

奈良市西大寺国見町二丁目334-8 

2 認定年月日及び認定番号 

（1）認定年月日 昭和48年9月26日 

（2）認定番号 第6号 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 157号 

 次に掲げる事業者を指定したため告示する。 

(1) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第 123号）第29条第1項に規

定する指定障害福祉サービス事業者の指定 

(2) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 51条の17第1項第 1号に規定する指定特定

相談支援事業者の指定 

(3) 児童福祉法（昭和22年法律第 164号）第24条の26第1項第1号に規定する指定障害児相談支援事業者の指定 

令和8年3月31日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

(1) 指定年月日 令和8年1月1日（指定障害福祉サービス） 

事業所番号 事業者 事業所 サービス 指定 
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名称 住所 名称 住所 種類 有効期限 

2910104666 株式会社漣 

奈良県奈良市

神殿町472番

地 

訪問介護凛 

奈良県奈良市

神殿町472番

地 

居宅介護・

重度訪問介

護・同行援

護・行動援

護 

令和13年

12月31日 

(2) 指定年月日 令和8年1月1日（指定特定相談支援） 

事業所番号 
事業者 事業所 サービス 

種類 

指定 

有効期限 名称 住所 名称 住所 

2930101080 

株式会社ハッ

ピーサービス

グループ 

奈良県奈良市

六条三丁目1

番15号 

相談支援事業

所ハッピーリ

ンク 

奈良県奈良市

六条二丁目19

番17号 

計画相談支

援 

令和13年

12月31日 

(3) 指定年月日 令和8年1月1日（指定障害児相談支援） 

事業所番号 
事業者 事業所 サービス 

種類 

指定 

有効期限 名称 住所 名称 住所 

2970100158 

株式会社ハッ

ピーサービス

グループ 

奈良県奈良市

六条三丁目1

番15号 

相談支援事業

所ハッピーリ

ンク 

奈良県奈良市

六条二丁目19

番17号 

障害児相談

支援 

令和13年

12月31日 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 158号 

 次に掲げる事業者を指定したため告示する。 

(1) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第 123号）第29条第1項に規定 

する指定障害福祉サービス事業者の指定（更新） 

令和8年3月31日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

(1) 指定更新年月日 令和8年 1月1日（指定障害福祉サービス） 

事業所番号 
事業者 事業所 サービス 

種類 

指定 

有効期限 名称 住所 名称 住所 

2910103098 
株式会社タク

ティ 

奈良県奈良市

法華寺町74番

地の5 

障害福祉サー

ビス虹 

奈良県奈良市

法華寺町74番

地の5 

居宅介護・

重度訪問介

護・同行援

護 

令和13年

12月31日 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 159号 

 次に掲げる事業者を廃止したため告示する。 

(1) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第 123号）第29条第1項に規定

する指定障害福祉サービス事業者の廃止 

(2) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第51条の17第1項第1号に規定する指定特定相

談支援事業者の廃止 

(3) 児童福祉法（昭和22年法律第 164号）第24条の26第1項第1号に規定する指定障害児相談支援事業者の廃止 

令和8年3月31日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

(1) 廃止年月日 令和8年1月 15日（指定障害福祉サービス） 

事業所番号 
事業者 事業所 サービス 

種類 名称 住所 名称 住所 
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2910103114 
社会福祉法人なら

やま会 

奈良県奈良市奈良

阪町251-1 

短期入所事業所パ

レット 

奈良県奈良市奈良

阪町 251-1 
短期入所 

廃止年月日 令和8年1月31日（指定障害福祉サービス） 

事業所番号 
事業者 事業所 サービス 

種類 名称 住所 名称 住所 

2910102256 
一般社団法人ライ

フエビデンス 

奈良県奈良市中山

町西四丁目561番

地2 

すまいる短期入所

事業所すまいる 

奈良県奈良市中山

町西四丁目 561番

地2 

居宅介護・

行動援護・

短期入所 

2910102314 
一般社団法人ライ

フエビデンス 

奈良県奈良市中山

町西四丁目561番

地2 

パディーホーム 

奈良県奈良市あや

め池北三丁目 1-

12-2 

短期入所 

2920100266 
一般社団法人ライ

フエビデンス 

奈良県奈良市中山

町西四丁目561番

地2 

パディーホーム 

奈良県奈良市あや

め池北三丁目 1-

12-2 

共同生活援

助 

(2) 廃止年月日 令和8年1月 31日（指定特定相談支援） 

事業所番号 
事業者 事業所 サービス 

種類 名称 住所 名称 住所 

2930101072 有限会社天与 

奈良県奈良市三碓

6丁目10番26号

エクセター帝塚山

203号 

相談支援事業所チ

ーム 

奈良県奈良市三碓

6丁目 10番26号

エクセター帝塚山

203号 

計画相談支

援 

(3) 廃止年月日 令和8年1月 31日（指定障害児相談支援） 

事業所番号 
事業者 事業所 サービス 

種類 名称 住所 名称 住所 

2970100141 有限会社天与 

奈良県奈良市三碓

6丁目10番26号

エクセター帝塚山

203号 

相談支援事業所チ

ーム 

奈良県奈良市三碓

6丁目 10番26号

エクセター帝塚山

203号 

障害児相談

支援 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示 162号 

 建築基準法（昭和25年法律第 201号）第86条の2第1項の規定により認定した公告認定対象区域内における一

敷地内認定建築物以外の建築物の位置及び構造の認定等に係る一敷地内認定建築物以外の建築物を認定しましたの

で同条第 6項の規定により公告し、関係図書を一般の縦覧に供します。 

令和8年3月31日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 一団地の区域の地名地番 

奈良市中登美ヶ丘一丁目1994-3、793-1、4150-6及び4162-1 

2 認定年月日及び認定番号 

（1）認定年月日 令和8年3月31日 

（2）認定番号 奈良市指令整建第 58号 

3 関係図書の縦覧場所 

奈良市二条大路南一丁目1番 1号 

 奈良市 都市整備部 建築指導課 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 163号 
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令和6年奈良市告示第230号（指定公金事務取扱者の指定）の一部を次のように改正する。 

 令和8年3月31日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

1 指定公金事務取扱者、施設名および指定公金事務取扱者に委託する公金事務にかかる市の歳入等の種類 

指定公金事務取扱者 施設名 
指定公金事務取扱者に委託する 

公金事務にかかる市の歳入等の種類 

奈良市三条本町13番1号 

一般財団法人奈良市総合財団 

理事長 西谷 忠雄 

入江泰 記念奈良市

写真美術館 

特許権等運用収入 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 164号 

令和6年奈良市告示第231号（指定公金事務取扱者の指定）の一部を次のように改正する。 

 令和8年3月31日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

3 指定公金事務取扱者に歳入等の徴収又は収納の事務を委託する期間 

令和6年4月1日から令和8年3月31日まで 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 165号 

令和7年奈良市告示第223号（指定公金事務取扱者の指定）の一部を次のように改正する。 

 令和8年3月31日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

2 指定をした日及び委託をした日 

委託をした日：令和7年4月 1日 

3 指定公金事務取扱者に歳入等の徴収又は収納の事務を委託する期間 

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 167号 

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第36条第3項の規定により、開発行為に関する工事が完了したことを次の

とおり公告する。 

 なお、当該開発区域を表示した図書は、都市整備部開発指導課において一般の閲覧に供する。 

 令和8年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 許可の年月日及び番号 

令和7年3月14日 奈良市指令整開 第24A-43号 

令和8年3月9日 奈良市指令整開 第24A-43-1号 

2 検査済証の交付年月日及び番号 

開発行為 令和8年3月31日 第1975号 

 公共施設 令和8年3月31日 第1001号 

3 開発区域に含まれる地域 

 奈良市あやめ池南一丁目1123番1、1123番7、1123番8、1123番9、1123番10、1123番11、1123番12、1123番

13、1123番14、1123番15及び 1123番16 

4 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

大阪市淀川区宮原一丁目6番 1号新大阪ブリックビル11F 

セキスイハイム近畿株式会社 代表取締役 杉江 孝夫 

5 公共施設の種類、位置及び区域 
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（1）道路 

  奈良市あやめ池南一丁目1123番14及び1123番15 

（2）下水道 

  奈良市あやめ池南一丁目1123番14の一部 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 169号 

 令和 8年 3月 31日付けで専決処分した次に掲げる予算の要領を地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 219条第

2項の規定により別紙のとおり公表する。 

 令和8年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

1 令和7年度奈良市一般会計補正予算（第 11号） 
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（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市告示第 170号 

 奈良市巨樹等の保存及び緑化の推進に関する条例（平成 14年奈良市条例第51号）第 7条第1項の規定により保存

樹を新規に指定及び解除したので、同条第 5項の規定において次のとおり告示する。 

 令和8年3月31日 

    奈良市長 仲 川 元 庸  

新規指定 

指定番号 樹木の内容  

37-001 樹木群の名称 ムクノキ 

 所在地 奈良市下狭川町2935番地田部神社内 

解除 

指定番号 樹木の内容  

15-001 樹木群の名称 クヌギ 

 所在地 奈良市北之庄町429番地白山神社境内 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

監   査 

奈良市監査委員告示第 4号 

地方自治法（昭和22年法律第 67号）第252条の37第5項の規定により、 包括外部監査人纐纈和雅から監査の結

果に関する報告の提出があったので、同法第 252条の38第3項の規定により、別添のとおり公表します。 

令和8年3月27日 

奈良市監査委員 東 口 喜代一  

同       寺 川   拓  

同       植 村 佳 史  

同       栁 田 昌 孝  

別添省略 

（令和 8年3月27日掲示済） 

 

奈良市監査委員告示第 5号 

地方自治法（昭和22年法律第 67号）第199条第4項の規定により定期監査を実施したので、その結果を同条第 9

項の規定により公表します。 

令和 8 年 3 月 31 日 

奈良市監査委員 東 口 喜代一  

同       寺 川   拓  

同       植 村 佳 史  

同       栁 田 昌 孝  

奈 監 第 1 1 4 号 

令和 8 年 3 月 31 日 

奈 良 市 長 仲 川 元 庸 様 

奈良市議会議長 大 西 淳 文 様 

奈良市教育長 北 谷 雅 人 様 

奈良市監査委員 東 口 喜代一  

同       寺 川   拓  

同       植 村 佳 史  

同       栁 田 昌 孝  

定期監査の結果について 
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地方自治法（昭和22年法律第 67号）第199条第4項の規定により定期監査を実施したので、その結果を同条第 9

項の規定により報告します。 

なお、監査対象については、令和6年度の財務を対象としたので旧年度の組織名で表記しています。 

1 監査対象 

危機管理監  危機管理課 

総合政策部  総合政策課 

総務部    契約課 財政課 資産管理課 

福祉部    国保年金課 福祉医療課 介護福祉課  

子ども未来部 保育総務課 保育所・幼稚園課 子ども育成課 

健康医療部  健康増進課 母子保健課 

観光経済部  農政課 

2 監査期間 

令和8年1月9日から同年3月30日まで 

3 監査方法 

令和6年度の財務に関する事務の執行について、あらかじめ求めた令和 7年5月末日現在（一部は同年 3月末日現

在）の資料に基づき、地方自治法第 199条第2項の趣旨も踏まえ、関係職員からの事情聴取とともに、関係書類の通

査、照合等を行う方法で実施しました。 

4 監査結果 

監査した財務に関する事務は、おおむね適正かつ効率的に執行されているものと認められたが、一部において改善

を要する事例が見受けられたので、その措置を講じられたい。 

また、指摘事項について措置を講じた場合は、地方自治法第 199条第 14項の規定に基づき、その旨を通知された

い。 

総務部 

契約課 

【意見】 

施設修繕料の執行について、予定価格が 20万円以上（令和 7年4月1日から 40万円以上に改正）で奈良市

契約規則（昭和 40年奈良市規則第 43号）第 17条の2に定める随意契約の限度額までの契約は、同規則第 18

条の2において、2人以上の者から見積書を徴さなければならないとされている。 

これまでの定期監査でも見受けられたが、今回の定期監査においても施設修繕料の執行が形式的な見積り合

わせにより行われているのでないかと推察される事例が見受けられた。 

このことは、見積書が業者の独自様式ではなく、金額の内訳がない市所定様式を使用していることも一因で

あると考える。 

見積り合わせが形式的なものとならないよう、併せて、積算に誤りがないか、不要な事項が含まれていない

かなど、金額の妥当性を判断することができるよう、施設修繕料における見積書については、金額の内訳が記

載された業者独自様式とすることを検討されたい。 

財政課 

【指摘】 

旧右京小学校跡地活用に係る市有地売却については、プロポーザル方式にて契約相手方を決定しているが、

提案募集時に最低売却価格を決定したものの、選定委員会で選定された最優秀提案者との契約締結に際しては、

予定価格調書を作成せず、また、企画提案時の価格提案書とは別個の正式な見積書を徴取していなかった。 

プロポーザル方式における最優秀提案者はあくまで優先交渉権者に過ぎず、改めて契約交渉を行った上で契

約を締結する必要がある。このことは、歳入におけるプロポーザルにおいても同様であるため、奈良市契約規

則第18条及び第18条の 2の規定に基づき、契約締結の際には予定価格調書を作成するとともに、正式な見積

書を徴取し、適正な契約事務を行われたい。 

福祉部 

国保年金課 

【指摘】 

国民健康保険被保険者証連続帳票他の印刷業務について、関係書類を査閲したところ、所管課は、受注者が

個人情報を取り扱っている作業場所の実地検査を行っていなかった。また、受注者に個人情報の入ったデータ
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を渡していたが、契約書の個人情報取扱特記事項に規定されている個人情報消去・廃棄報告書（以下「廃棄報

告書」という。）の提出を受けていなかった。 

  言うまでもなく個人情報は適切に管理する必要があり、情報漏えいによる重大なリスクも考えられる。 

実地検査は受注者が個人情報の管理を適切に行っているかを確認するための有効な手段であることから、所

管課は作業場所の実地検査を行われたい。また、廃棄報告書については、同特記事項に基づき漏れなく徴取さ

れたい。なお、廃棄報告書は単に契約上所定の書類を整えるということではなく、受注者が業務上取り扱った

個人情報について、消去・廃棄したという報告を市が確認する重要な資料となることに留意されたい。 

【指摘】 

単価契約で実施されている頭部 MRI検査業務委託において、事業の実施起案及び単価契約締結に係る起案の

決裁区分が本来の決裁権者ではなく課長専決となっていた。 

実施起案及び単価契約締結の決裁区分については、予算額（執行見込額）を、奈良市事務専決規程（平成 14

年奈良市訓令甲第1号）に規定する支出負担行為の決定額に照らして判断し、また、内容の重要性等により上

位者の決裁を受ける運用がなされている。 

当該事業は委託料であり、予算額（執行見込額）が 500万円以上であることから、決裁区分はいずれも部長

以上となる。 

適正な決裁権者まで決裁を受けられたい。 

福祉医療課 

【指摘】 

後期高齢者医療保険料納入通知書他の印刷業務について、関係書類を査閲したところ、所管課は、受注者が

個人情報を取り扱っている作業場所の実地検査を行っていなかった。また、受注者に個人情報の入ったデータ

を渡しており、更にそのデータが再委託先に提供されていたが、契約書の個人情報取扱特記事項に規定されて

いる個人情報消去・廃棄報告書（以下「廃棄報告書」という。）について、再委託業者分しか提出を受けておら

ず、元請業者分は提出を受けていなかった。 

言うまでもなく個人情報は適切に管理する必要があり、情報漏えいによる重大なリスクも考えられる。 

実地検査は受注者が個人情報の管理を適切に行っているかを確認するための有効な手段であることから、所

管課は作業場所の実地検査を行われたい。また、廃棄報告書については、同特記事項に基づき漏れなく徴取さ

れたい。なお、廃棄報告書は単に契約上所定の書類を整えるということではなく、受注者が業務上取り扱った

個人情報について、消去・廃棄したという報告を市が確認する重要な資料となることに留意されたい。 

観光経済部 

農政課 

【意見】 

  有害獣防除施設設置事業補助金については、申請者は奈良県農業協同組合（以下「農協」という。）に申請書

類を提出し、農協は申請書類の形式要件や補助対象要件を確認した上で、農協が市に対し一括して交付申請を

行っている。また、同補助金は、市における審査を経て、農協に一括して交付された後に、農協から各申請者

に支払われる。 

同補助金において、次のような内部統制上のリスクが見受けられた。 

ア 領収書等に確認した証跡を残していなかった。 

イ 現地確認を行っていなかった。 

ウ 農協から各申請者に補助金が支払われたかを確認していなかった。 

アについては、領収書等の転用防止等を図るため、原本に同補助金の対象となった旨を記す必要がある。 

イについては、当該施設の資材の購入及び設置について、添付書類の写真等を確認していたが、補助事業が

確実に履行されたかを確認するため、当該施設の設置状況等を現地確認する必要がある。 

ウについては、同補助金は冒頭に述べたような手続で交付されていることから、市として各申請者に補助金

が確実に支払われたかを確認する必要がある。 

今後は、リスクの発生防止のため事務改善を図られたい。なお、イ及びウについては、件数が多いため全件

確認することが現実的でない場合は、サンプリングでも良いので、けん制が働くよう効率的かつ効果的に確認

されたい。 

【指摘】 
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農業振興費の切手類受払簿を査閲したところ、郵便切手を年度末に購入したものの、使用せずに翌年度に繰

り越されている事例が見受けられた。 

切手類を年度末に購入するこのような行為は、予算消化によるものと見受けられるため、所管課は必要枚数

を適切に把握した上で計画的に切手類を購入されたい。 

【複数課にわたる共通意見】 

今回の監査対象課における郵便物の発送において、以下のような事例が見受けられた。 

ア 年間の通数が一定数を満たしているものの料金後納郵便制度を利用せず、郵便切手を多量に保有し使

用している事例 

イ 多数の相手方に同時発送する場合において、発送先のリストが作成されていない事例 

切手は現金等価物であり内部統制上のリスクがあることから、一定の通数を満たしている部署においては、

「切手等郵送料の取扱いについて」（平成 23年 3月 4日付け奈総文第 23号）に基づき、料金後納郵便への移

行を図ることにより保管リスクの軽減を図られたい。また、多数の相手方に同時発送する場合においては、発

送先リストを作成し保管することにより、切手使用の適正性を担保されたい。 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市監査委員告示第 6号 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 252条の 38第 6項の規定により、包括外部監査の結果に基づき措置を講

じた旨の通知があったので、別添のとおり公表します。 

令和8年3月31日 

奈良市監査委員 東 口 喜代一  

同       寺 川   拓  

同       植 村 佳 史  

同       栁 田 昌 孝  

                          奈 教 総 第 2 6 8 号  

                          令和 8 年 3 月 19 日  

奈良市監査委員 東 口  喜代一 様  

同       寺 川  拓   様 

同       植 村  佳 史 様 

同       栁 田  昌 孝 様 

                     奈良市教育委員会      

                       教育長 北 谷 雅 人  

   包括外部監査の結果に対する措置状況について（通知）  

 奈良市包括外部監査人から提出があった「包括外部監査の結果報告書」について、地方自治法（昭和 22 年法律第

67号）第252条の38第6項の規定に基づき、当該監査の結果に対する措置状況を別紙のとおり通知します。 

令和元年度「奈良市教育委員会の学校教育に係る財務事務の執行について」の結果に対する措置状況について 

第4 結果及び意見 

【4】地域教育課 

3 監査の結果及び意見 

（4）バンビーホームに関する中長期修繕計画について 

②中長期的な修繕計画を作成すべき（結果） 

（放課後児童育成課） 

【監査結果】 

バンビーホームは利用対象者が児童であることを考慮すると、安全に配慮しなければならず、安全確保のために計

画的な修繕等の対応が必要であるが、固定資産に関する中長期の修繕計画が策定されていなかった。中長期的な修繕

計画が作成されない場合、予算の制約等により必要な修繕が先送りになる等といった事象が発生し、安全性を配慮す

べき施設について適時適切な修繕が行えないというリスクが発生する可能性がある。 

 したがって、中長期的な修繕計画を作成し、必要な予算を計画的に見積もることで適時適切な修繕が実施可能な体

制を構築すべきである。 
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【措置の状況】 

 空調設備等の固定資産については、毎年度各施設の状況確認を実施しており、この結果に基づき、令和 7年度の予

算要求において、必要な修繕費や備品購入費を計上しています。また、中長期的な修繕計画の策定については、固定

資産の購入年や耐用年数を把握し、計画的な修繕や買替えをより適切に行えるよう令和 7 年度から改善を講じまし

た。 

令和4年度「防災に関する事業の財務事務の執行について」の結果に対する措置状況について 

第3 包括外部監査の結果及び意見 

9 教育委員会 

【文化財課】 

（2）結果及び意見 

①教育委員会事務局 教育部 文化財課 

 補助事業者が消費税等の課税事業者である場合、消費税等の仕入税額控除の取扱いについて奈良市補助金等交付規

則又は奈良市文化財保存事業費補助金交付要綱に明記するなど統一して取り扱う必要がある。また、市が消費税等込

みで補助金を交付した補助事業者については、仕入税額控除を受けたかどうかについて必ず市に報告させる必要があ

る。 

(文化財課) 

【監査結果】 

消費税の課税事業者が補助金を消費税等込みで受領して課税仕入を行った場合、補助事業に係る課税仕入に対応す

る仕入税額控除額については消費税等の納付額を減少させる働きをもつことから、補助事業者に経済的利益が生ずる。

しかし、奈良市補助金等交付規則や奈良市文化財保存事業費補助金交付要綱には仕入税額控除に関する定めがないこ

とから、仮に補助事業者が経済的利益を得たとしても返還させることができない状況となっている。補助事業者に経

済的利益が発生しないようにするために、補助事業者が仕入税額控除を受けたかどうかを必ず報告させるとともに、

仕入税額控除を受けた場合は市に返還させるよう、奈良市補助金等交付規則又は奈良市文化財保存事業費補助金交付

要綱に明記する必要がある。 

【措置の内容】 

 奈良市文化財保存事業費補助金交付要綱を改正し（令和 5年 10月 24日告示、令和 6年 4月 1日施行）、以下につ

いて規定しました。 

 (1) 消費税等仕入控除税額は、補助対象経費から控除する。(第5条第1項第2号） 

 (2) 補助事業者は、実績確定後に消費税等の申告により補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合、速や

かに市長に報告する。（第8条第1項） 

 (3) 市長は、補助金の交付後に消費税等仕入控除税額の報告があった場合、当該仕入控除税額を返還させることが

ある。（第8条第2項） 

令和5年度「外郭団体に係る財務事務の執行について」の結果に対する措置状況について 

第4 監査の結果及び意見 

【2】公益財団法人奈良市生涯学習財団 

3 監査の結果及び意見 

（11）財務諸表に対する注記「10. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高」における補助金の記載漏

れ（結果⑧） 

（地域教育課） 

【監査結果】 

 令和4年度の正味財産増減計算書には、市から受領した補助金収入 4,905,845円が計上されている。しかし、同年

度の財務諸表に対する注記「10.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高」には、助成金に関する内訳

並びに交付者、当期の増減額及び残高のみが記載されており、補助金に関する記載はない。 

 一方、「『公益法人会計基準』の運用方針」の「13.様式について（4）財務諸表に対する注記 11.補助金等の内訳並

びに交付者、当期の増減額及び残高」の様式例では次のとおりであり、様式例によると、注記の表題は「補助金等の

内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高」であることから、補助金に関する記載が求められる。また、様式例の表

には助成金に関する事項のみならず、補助金に関する事項も注記されている。 

（表省略） 
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 したがって、補助金収入及び助成金収入がある場合には、財務諸表に対する注記「10.補助金等の内訳並びに交付

者、当期の増減額及び残高」に漏れなく注記する必要があることになる。 

 よって、市から受領した補助金収入 4,905,845円に関しては、財務諸表注記として記載すべきであった。 

【措置の内容】 

令和5年度から、補助金収入及び助成金収入がある場合には、財務諸表に対する注記として記載するよう、改善し

ました。 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市監査委員告示第 7号 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 199条第 14項の規定により、監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知

があったので、次のとおり公表します。 

令和8年3月31日 

                            奈良市監査委員 東 口 喜代一  

同       寺 川   拓  

同       植 村 佳 史  

同       栁 田 昌 孝  

福祉政策課 

監査結果公表日 令和7年3月31日（奈良市監査委員告示第 8号） 

措置結果通知日 令和8年3月3日 

[監査の結果] [措置の内容] 

奈良市住民税非課税世帯支援給付金支給事業業務委

託について、関係書類を査閲したところ、受注者に給付

金対象者データとして個人情報が入力された USB を渡

しているが、契約書の個人情報取扱特記事項に規定され

ている個人情報預り証、作業場所に関する報告書等の提

出の有無が確認できなかった。 

言うまでもなく個人情報は適切に管理する必要があ

り、情報漏えいによる重大なリスクも考えられることか

ら、同特記事項に基づき適正な事務手続を行われたい。 

監査の指摘を受け、契約書の個人情報取扱特記事項

に基づき、委託業者に作業責任者等報告書、作業場所

に関する報告書、個人情報預り証、個人情報消去・廃

棄報告書を提出させました。 

今後、個人情報についての重要性を再確認し、適正

に事務手続を行うようにいたします。 

市民税課 

監査結果公表日 令和7年3月31日（奈良市監査委員告示第 8号） 

措置結果通知日 令和8年3月27日 

[監査の結果] [措置の内容] 

納税通知書他の印刷業務について、関係書類を査閲し

たところ、印刷業者に印刷用データとして個人情報が入

力されたUSBを渡しているが、契約書の個人情報取扱特

記事項に規定されている個人情報預り証、作業場所に関

する報告書及び個人情報消去・廃棄報告書の提出の有無

が確認できなかった。 

言うまでもなく個人情報は適切に管理する必要があ

り、情報漏えいによる重大なリスクも考えられることか

ら、同特記事項に基づき適正な事務手続を行われたい。 

監査の指摘を受け、令和 7年度市民税・県民税納税

通知書他の印刷業務において、契約書の個人情報取扱

特記事項に基づき、作業責任者等報告書、作業場所に

関する報告書、個人情報預り証、個人情報消去・廃棄

報告書を漏れなく徴取いたしました。 

今後、個人情報についての重要性を再確認し、適正

に事務手続を行うようにいたします。 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

公 営 企 業    

奈良市企業局告示第 19号 

奈良市企業局入札参加者等審査会要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 
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令和8年3月31日 

                             奈良市公営企業管理者  増 田   聡                  

奈良市企業局入札参加者等審査会要綱の一部を改正する告示 

 奈良市企業局入札参加者等審査会要綱（昭和 61年奈良市水道局告示第 9号）の一部を次のように改正する。 

第6条中「企業総務課」を「企業契約課」に改める。 

   附 則 

この告示は、令和8年4月1日から施行する。 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市企業局告示第 20号 

奈良市企業局公共工事の発注見通しの公表に関する要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

令和8年3月31日 

奈良市公営企業管理者  増 田   聡  

奈良市企業局公共工事の発注見通しの公表に関する要綱の一部を改正する告示 

奈良市企業局公共工事の発注見通しの公表に関する要綱（平成 14年奈良市水道局告示第 24号）の一部を次のよう

に改正する。 

第4条第1項第1号及び第2号並びに第5条中「企業総務課」を「企業契約課」に改める。 

附 則 

この告示は、令和8年4月1日から施行する。 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

奈良市企業局告示第 21号 

 奈良市企業局指定給水装置工事事業者規程（平成 10年奈良市水道局管理規程第 7号）第 5条の 2第 1項の規定に

より奈良市企業局指定給水装置工事事業者の指定の更新をしたので、同規程第 10 条の規定により次のとおり公示す

る。 

 令和8年3月31日 

    奈良市公営企業管理者  増 田   聡  

指定番号 名称 代表者名 所在地 指定の有効期間満了日 

732 天野工業 天野 元 奈良市西九条町二丁目 6番地の22 令和13年6月3日 

733 株式会社荒井電工 荒井 健太郎 奈良市東九条町 246番地 令和13年5月25日 

734 吉永設備 吉永 陽水 奈良市三碓三丁目 2番20-1号 令和13年5月25日 

735 山泰設備 山口 泰男 奈良市南紀寺町四丁目 133番地の

45 

令和13年5月31日 

736 タツミ工務店 巽 勇二 奈良市横田町 408番地 令和13年6月10日 

737 株式会社吉田水道

工業所 

吉田 卓司 奈良県橿原市小綱町 12-43 令和13年6月10日 

738 株式会社香川設備 香川 裕彰 奈良市八条三丁目 729番地の3 令和13年6月10日 

739 株式会社クリーン

ライフ 

元村 祐次 大阪府吹田市広芝町 6番10号 令和13年6月17日 

740 エバーリンクス株

式会社 

松本 英隆 大阪府大阪市西区南堀江四丁目 17

番18号 

令和13年6月22日 

741 株式会社 Wit 越野 昌 奈良県御所市柏原 1617番地2 令和13年7月15日 

745 株式会社ショウユ

ウ建工 

壷井 紀男 大阪府藤井寺市小山八丁目1番5号 令和13年9月1日 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 

教 育 委 員 会     
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奈良市教育委員会告示第 4号 

令和 8年 3月定例教育委員会を次のとおり開催しますので、奈良市教育委員会会議規則（昭和 57年奈良市教育委

員会規則第 12号）第3条第2項の規定により告示します。 

令和8年3月19日 

                            奈良市教育委員会      

                             教育長 北 谷 雅 人  

1 日 時 

令和8年3月26日（木）午前 10時から 

2 場 所 

奈良市役所 中央棟地下1階 B1会議室 

3 会議に付すべき事案 

議案 

議案第33号 奈良市立学校の教育職員に関する業務量管理・健康確保措置実施計画について 

議案第34号 奈良市学校運営協議会規則（平成22年奈良市教育委員会規則第 7号）の一部改正について 

議案第35号 奈良市指定文化財の指定について 

議案第36号 奈良市指定文化財の一部指定解除について 

議案第37号 奈良市学校結核対策委員会規則（平成 30年奈良市教育委員会規則第 9号）の一部改正について 

議案第38号 奈良市通級指導教室設置要綱（平成20年奈良市教育委員会告示第 43号）の全部改正について 

議案第39号 奈良市立学校設置条例（昭和39年奈良市条例第 16号）の一部改正について 

その他報告事項 

その他報告事項（1）奈良市立中学校におけるいじめ重大事態の発生報告並びに調査開始について 

その他報告事項（2）奈良市立中学校におけるいじめ重大事態の発生報告並びに調査開始について 

その他報告事項（3）奈良市立中学校におけるいじめ重大事態の発生報告並びに調査開始について 

その他報告事項（4）奈良市立小学校におけるいじめ重大事態の調査終了について 

 傍聴受付は、開催日の午前 9時から午前 9時 50分まで、教育政策課にて行います。定員は 5名で、定員になり次

第締切させていただきます。 

（令和 8年3月19日掲示済） 

 

選 挙 管 理 委 員 会 

奈良市選挙管理委員会告示第 22号 

 地方自治法（昭和22年法律第 67号）第185条第2項の規定により次の者が奈良市選挙管理委員会の委員を退職し

ました。 

 令和8年3月31日 

奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

委 員 名 住   所 退職年月日 

阪 田  孝 奈良市杉ヶ町27番地の3 令和8年3月31日 

（令和 8年3月31日掲示済） 

 


